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配当政策の変更（中間配当の実施）に関するお知らせ 

 

当社は、2024 年１月 12 日開催の取締役会において、下記のとおり、配当政策の変更（中間配

当の実施）について決議しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 年間配当額の内訳 

 １株当たり配当金（円） 

基準日 第２四半期末 期末 合計 

次期予想 

（2024 年 11 月期） 
33 円 00 銭 34 円 00 銭 67 円 00 銭 

当期予想 

（2023 年 11 月期） 
‐ 32 円 00 銭 32 円 00 銭 

前期実績 

（2022 年 11 月期） 
‐ 30 円 00 銭 30 円 00 銭 

 

 

２．配当政策変更の目的 

 当社は、株主価値の向上という観点から、内部留保資金を成長投資に充てる必要があると認識

する一方で、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要な施策の一つと位置付けております。 

当社グループの業績は、不動産売買取引の成否及びその実現時期により、大きく変動する傾向

にあることから、当社は、配当額の決定に際して、当期純利益額に連動する配当性向基準ではな

く、株主資本に連動する株主資本配当率（以下、DOE）を基準として採用し、DOE2.0％を目安と

して継続的かつ安定的な年１回の期末配当を行っております。 

他方で DOE 基準による配当金の増加ペースは緩やかであり、業績が大きく上振れした場合に

はその利益還元を即座に反映できないという側面もあるため、今後、業績に応じた株主還元と

ROE 向上等の資本効率向上の観点から、従来からの DOE2.0％を目安とした期末配当に加え、直前



期の当期純利益が一定水準を超過した場合に、それを超える部分を利益連動型の配当として還

元（中間配当）することといたしました。具体的には、直前期の連結損益計算書における「親会

社株主に帰属する当期純利益」の額が 20 億円を超過した場合、その超過分の 40％相当額を中間

配当として還元いたします。上記の方針に基づき、2024 年 11 月期においては 1 株当たり 33 円

00 銭の中間配当を実施する予定です。 

なお、2023 年 11 月期の配当予想（期末配当）の変更はありません。当社の１株当たり年間配

当金は、2024 年２月上旬に支払予定の期末配当金 32 円 00 銭となる予定です。 

 

 

３． 中間配当基準日  

 毎年５月 31 日 

 

以上 


